
 
 

   

 

 

 
 

 
   
 

 

  

 

 

 

ハローワークのマッチング機能に関する業務の評価・改善 

の取組結果及び数値目標の公表について 

 

埼玉労働局（局長 増田 嗣郎）は、令和元年度に行ったマッチング機能に関する業

務の取組結果について公表します。 

厚生労働省では、平成 27 年度から、全国のハローワークの機能強化を図るため、従

来の目標管理、業務改善を拡充して、マッチング機能に関す業務評価、評価結果に基づ

くサービスの向上に取り組んでおります。 

埼玉労働局では、令和２年度も継続的な業務改善やサービスの向上に取り組んでま

いります。 
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 令和元年度に行ったハローワークのマッチング機能に関する業務の評価・改善の取

組結果 

○令和元年度の取組結果は、３か所のハローワークが「良好な成果」、９か所の 

ハローワークが「標準的な成果」でした。 

○各ハローワークでは重点的に取組んだ事項、また指標ごとの実績及び目標達成 

状況について「就職支援業務報告（令和元年度）」で分析を行っております。 

 



令和元年度
ハローワークマッチング機能に関する業務の評価・改善の取組結果

〇 ハローワークマッチング機能に関する業務の評価・改善の取組を、ハローワークごとに評価指標を点数化の上、
点数化された総点数を基に４類型（類型１：非常に良好な成果、類型２：良好な成果、類型３：標準的な成果、類
型４：成果向上のため計画的な取組が必要）の相対評価を行ったところ、令和元年度の結果概要は以下のとおり。
※４類型の設定方法

• グループごとに総点数の平均値を基準とし、平均値以上を類型１・２、平均値未満を類型３・４に区分する。

• 類型１・２のうち、全ての評価指標の目標達成率100％等を満点とみなし、満点以上を類型１、それ以外を類型２とする。

• 類型３・４のうちグループ平均値の80％未満（※）を類型４、それ以外を類型３とする。

※規模が大きい１Ｇは平均値の90％未満、２～５Ｇは平均値の85％未満と、基準を高く設定。

［令和元年度各ハローワークの評価結果］

ハローワーク 総合評価の評語

川口 標準的な成果

熊谷 標準的な成果

大宮 標準的な成果

川越 標準的な成果

浦和 良好な成果

所沢 良好な成果

秩父 標準的な成果

春日部 標準的な成果

行田 標準的な成果

草加 標準的な成果

朝霞 標準的な成果

越谷 良好な成果

評 語

埼玉労働局の

ハローワーク

類型１ 非常に良好な成果 0

類型２ 良好な成果 3

類型３ 標準的な成果 9

類型４ 成果向上のため計画的な取組が必要 0

12

※ 令和元年度から,ハローワーク本庄（本庄出張所）はハローワーク熊谷に、

ハローワーク東松山（東松山出張所）はハローワーク川越に、ハローワーク

飯能（飯能出張所）はハローワーク所沢に含めてハローワーク総合評価を

実施しています。



ハローワークのマッチング機能に関する業務の評価・改善の取組
（ハローワーク総合評価）の概要

• 従来の取組（就職率等の主要指標に
基づくＰＤＣAサイクルによる目標管理）を
拡充し、
①業務の質に関する補助指標
②ハローワークごとに、地域の雇用の課
題を踏まえ重点とする業務に関する
所重点的指標

③ハローワークごとに、中長期的なマッ
チング機能強化のため、職員の資質
向上や継続的な業務改善の取組を
推進する評価項目である所重点項目
を新たに設定し、目標管理を実施。

ＰＤＣＡサイクルによる
目標管理・業務改善の拡充

ハローワークのマッチング機能
の総合評価・利用者への公表

評価結果等に基づく
全国的な業務改善

•業務の成果について毎月公表

→各労働局が所管ハローワークの主要指標

の実績を毎月公表

•年度終了後、業務の成果（主要指標・
所重点指標）や質（補助指標）、職員の
資質向上・業務改善の取組（所重点項
目）の実施状況を踏まえ、ハローワーク
ごとに総合評価を実施。

→労働市場の状況や業務量が同程度のハ

ローワークを11のグループに分け、同一グルー

プ内で相対評価

• ハローワークごとに総合評価結果及び
業務改善の取組等をまとめ、各労働局
が公表。

•総合評価結果を、労働局は地方労
働審議会、本省は労働政策審議会
に報告。

①評価結果に基づき、本省から労
働局・ハローワークに対する問
題状況の改善指導

②一定の基準に該当するハロー
ワークは改善計画を作成、本
省・労働局が重点指導

③好事例は全国展開
労働市場の状況や業務量が同
程度のハローワークによる交流
会も開催

重点的に取り組んだ事項、業務
改善を図った事項、業務改善が
必要な事項、総合評価、基本統
計データ、指標ごとの実績及び
目標達成状況などを公表

• ハローワークのマッチング機能の強化を

図るため、評価結果をもとに、本省・労

働局による個別のハローワークへの重

点指導や好事例の全国展開を実施
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主要業務
の成果の向上

サービスの質向上
地域の課題への対応

職員の資質向上の取組

継続的な業務改善の取組等

ハローワークのマッチング機能の強化を図るため、従来の目標管理・業務改善の拡充、マッチング機能に関する業
務の総合評価、評価結果等に基づく全国的な業務改善（ハローワーク総合評価）の取組を、平成27年度から実施。



ハローワーク総合評価の評価指標の構成

１ 全ハローワーク共通の評価指標（主要指標・補助指標）

（１）主要指標
ハローワークのマッチング機能に関する業務のうち、特
に中核業務の成果を測定する評価指標

〇 就職者数
〇 求人充足数
〇 雇用保険受給者の早期再就職件数

（２）補助指標
ハローワークのマッチング機能に関する業務の質を測
定する評価指標

〇 求人・求職者に対する紹介率

（１）所重点指標
ハローワークのマッチング機能に関する業務のうち、地
域の雇用に関する課題等を踏まえ、ハローワークごとに
重点として取り組む業務に関する評価指標

〇 生活保護受給者等の就職件数
〇 障害者の就職件数
〇 学卒ジョブサポーターの支援による正社員就職件数
〇 ハローワークの職業紹介により正社員に結びついたフリータ等の

件数
〇 公的職業訓練修了３ヶ月後の就職件数
〇 マザーズハローワーク事業における担当者制による就職支援を

受けた重点支援対象者の就職率
〇 正社員求人数
〇 正社員就職件数
〇 人手不足分野の就職件数
〇 生涯現役支援窓口での65歳以上の就職件数
〇 その他、安定所と労働局が調整し設定するマッチング業務指標

（２）所重点項目
中長期的なマッチング機能向上のための、職員の資質
向上や継続的な業務改善の取組に関する評価指標

〇 職員による事業所訪問の実施
〇 職員による計画的なキャリアコンサルティング研修の受講
〇 個別求職者担当制の実施
〇 業務改善を図った取組の共有
〇 他者と連携した広域労働移動の取組
〇 地方公共団体との連携の推進
〇 各種業務研修の実施

２ 地域の雇用課題等に応じてハローワークごとに選択する評価指標（所重点指標・所重点項目）



ハローワーク総合評価の評価方法

① 評価指標（主要指標・補助指標・所重点指標）ごとに、年度当初に定めた目標への達成状況を基に、点数を付与する。

（例）Ａ指標のポイント化係数が100点、目標達成率が105％をすると。100点×105％＝105点がＡ指標の点数となる。

Ａ指標の目標達成率 Ａ指標のポイント化係数

ハローワーク総合評価は、年度単位で実施し、
①労働市場の状況や業務量が同程度のハローワークを11グループに分け、
②年度終了後に、ハローワークごとに評価指標の実績を点数化し、同一のグループ内で相対評価をおこなう。

〇〇ハローワークの
Ａ指標のポイント

② 評価指標（主要指標・補助指標・所重点指標）の目標達成率が100％以上の場合等に、点数を加点する。
（例）上記①のＡ指標の目標達成率は105％なので、105点に加え、10点を加点。

③ 評価指数（所重点項目）の実施状況を基に、点数を付与する。
※中長期的な観点から必要となる職員の資質向上のための取組や継続的な業務改善の取組を実施した場合に、取組ごとに点数を付与。

④ ①～③点数を合計し、ハローワークごとに、総点数を計算する。

〇 １１グループのうち同一グループ内で、ハローワークごとに、総点数を比較の上、４段階（「非常に良好な成果」、
「良好な成果」、「標準的な成果」、「成果向上のため計画的な取組が必要」）の相対評価を行う。
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ハローワーク川口 就職支援業務報告（令和元年度） 

１ 所長による分析（業務運営の総括） 

（１）特に重点的に取り組んだ事項 

① 各指標に対する取組 

当所では、昨年度に引き続き、人材不足分野の人手不足解消が特に重要であると考え、保育、介護、運輸、建設等の業種に係るイベント

を積極的に開催しました。具体的には、ツアー見学会、ミニ面接会、合同面接会を計２３回開催（参加事業所数：計１００社、参加求職者

数：計７７３名）し、７２名就職となりました。 

   また、求職者のニーズに応じた事業を促進するため、地方自治体や川口地区雇用対策協議会等と連携し、シニア向け就職面接会、障害

者就職面接会、高校生就職面接会等のイベントを計１０回開催し、結果として５３名の就職につながりました。今後も、求職者や管内求

人事業主のニーズに応じた面接会等を開催して、就職件数増加や充足数増加に努めてまいります。 

② 中長期的な職員の資質向上に向けた取組 

   職業相談業務や求人受理業務においては、対応する職員の関係法令知識が欠かせないものであるため、働き方改革関連法及び労働基準

法に係る研修について、それぞれ専門講師を招き実施しました。また、接遇研修、システム研修を実施し、窓口対応職員の資質向上に努

めました。 

（２）サービス改善・業務改善を図った事項 

   多くの求職者がアクセスする埼玉労働局ホームページについて、当所までのアクセスや雇用保険手続き等の内容をわかりすいものにす

るため、「ホームページ検討チーム」を立ち上げ、チーム内で検討を行い、出先機関の案内を含めて内容を大幅に改善しました。  

   また、庁舎内全体の掲示物や備品等の見直しを行い、初めて来所する方にとって、わかりやすい案内表示となるよう努めました。 

   その他、面接会のリーフレットを作成する場合には、詳細内容にアクセスできる「QRコード」を掲載して、求職者がスマートフォンで

手軽に情報へアクセスできるよう工夫を行いました。 

（３）今年度見えてきた課題とそれを踏まえた今後のサービス・業務改善の取組について 

新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年２月下旬以降は、求職者と求人者を結びつける面接会等のイベントが開催できなく

なり、主要指標等が目標に届きませんでした。令和２年度においても、感染拡大防止の観点から、各種イベントにおいて「密」を作らない

よう十分配慮する必要がありますが、新型コロナウイルス感染症の感染予防対策を徹底し、近隣のハローワークや地方自治体と連携して、

求職者と求人者を結びつける面接会等を開催し、地域の雇用情勢改善に少しでも貢献していきたいと考えております。 
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（４）その他業務運営についての分析等 

   所重点指標である「学卒ジョブサポーターの支援による正社員就職件数」については、各学校の進路指導担当者と連携を密にし、生徒・

学生等にきめ細かい相談を行った結果、目標達成率１２４％と大幅に目標を上回る結果となりました。今後も、各生徒・学生等に寄り添

った丁寧な相談を行い、社会への第一歩を踏み出せるよう積極的な支援を行ってまいります。 

 

 

２ 総合評価（※） 

※  業務量や業務の特徴などが同じようなハローワークとの比較による評価 

 

３ マッチング関係業務の成果（主なもの） 

  就職件数 
充足件数 

（受理地） 

雇用保険受

給者早期再

就職件数 

求人に対す

る紹介率 

求職者に対

する紹介率 

生活保護受

給者等の就

職件数 

障害者の就

職件数 

 

正社員 

求人数 

 

正社員 

就職件数 

学卒ｼﾞｮﾌﾞｻﾎﾟ

ｰﾀｰの支援に

よる正社員就

職件数 

ﾏｻﾞｰｽﾞﾊﾛｰ

ﾜｰｸ事業に

おける担当

者制による

就職支援を

受けた重点

支援対象者

の就職率 

生涯現役支

援窓口での

65歳以上

の 

就職件数 

実績 ３，９５２ ３，５７１ ２，８８８ ３４．３％ ３６．９％ ４９５ ４０３ １９，４５８ １，８５２ ２９５ １００％ ２５６ 

目標 ４，１８５ ３，８５５ ２，５９２ ３９．０％ ３９．３％ ５３７ ４１１ ２０，５２４ １，９５０ ２３７ ９２．７％ ２５２ 

目標達成率 ９４％ ９２％ １０９％ ８７％ ９３％ ９２％ ９８％ ９４％ ９４％ １２４％ １０７％ １０１％ 

※ 「目標達成率」は年度当初に設定した目標値に対する達成率 

 

 

 

標準的な成果 
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ハローワーク熊谷 就職支援業務報告（令和元年度） 

１ 所長による分析（業務運営の総括） 

（１）特に重点的に取り組んだ事項 

① 各指標に対する取組 

当所では、求職者の最重要課題は就職であり、求人者・求職者が一同に会する就職面接会は有効な手段と考え、人手不足という声が多

い、警備就職ディ（１名就職）、製造関係面接会（３名就職）、介護就職ディ（６名就職）、保育士確保ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ（４回実施、１２名就職）や

正社員限定就職面接会（６名就職）、県北地域障害者就職面接会（１４名就職）、定期的にミニ面接会（２０回実施、１６名就職）を開催し、

就職促進を図りました。 

② 中長期的な職員の資質向上に向けた取組 

   当所では、職員の資質・能力の向上を目的とした職員研修を、労働基準法・労働者派遣法など関係機関より講師を招き実施しました。

また、所内講師を用いた助成金関係、紹介基礎知識関係の研修を実施しました。 

（２）サービス改善・業務改善を図った事項 

管内面積が広域の為、出先機関（深谷市ふるさとハローワーク・よりいジョブセンター）を活用し、管内求職者（特に、交通費に不安の

ある生活保護受給者など）へのよりきめ細かなサービス向上を図るため、自宅から近い相談窓口への誘導案内を行い、地域に根付いたサー

ビスを行いました。 

本庄所においては、市役所が道路を挟んで斜め向かいの立地条件を生かし、市役所の生保担当窓口からダイレクトに安定所の生保担当

窓口へケースワーカーが誘導を行うと共にケースワーカーを交えた 3 者相談を実施して、生活保護受給者の自立支援を積極的に取り組み

ました。 

（３）今年度見えてきた課題とそれを踏まえた今後のサービス・業務改善の取組について 

管内自治体や事業主団体と地域活性化に結びつく、就職支援セミナーや説明会など以前より高い評価を得ているイベント等を積極的に

計画・実施に取り組んでいきます 

今後、増加が予想される失業者への就職支援の手厚いサービス（個別支援など）の実施に取り組みます。また、ひとり親世帯の生活保 

護受給増加が予想されるため、マザーズコーナーを中心とした就職支援体制の強化に取り組みます。 

（４）その他業務運営についての分析等 

   県北地域全体に言えることではありますが、人口減少、少子高齢化、若年労働力の首都圏への集中等の影響により、労働力確保が難し
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い状況の中で、雇用保険高年齢受給者（「高」）が急激に増加している現状から、重要な労働力として再就職への意識改革を促し、就職先

の一つの選択肢として地元の優良中小・零細事業所へ目がいくようにアピールしていく必要があると考えます。 

  人材確保・就職支援コーナーにおいては医療専門職種求人増加に伴い、対象求職者に対して就職支援案内リーフレット等の送付により、

来所相談を促し就職促進につなげていきます。 

 

 

２ 総合評価（※） 

※  業務量や業務の特徴などが同じようなハローワークとの比較による評価 

 

３ マッチング関係業務の成果（主なもの） 

 就職件数 
充足件数 

（受理地） 

雇用保険受

給者早期再

就職件数 

求人に対する

紹介率 

求職者に対

する紹介率 

生活保護受

給者等の就

職件数 

障害者の就

職件数 

学卒ジョブサ

ポーターの支

援による正社

員就職件数 

マザーズハロ

ーワーク事業

における担当

者制による就

職支援を受け

た重点支援

対象者の就

職率 

正社員求人

数 

正社員就職

軒数 

生涯現役支

援窓口での

65 歳以上の

就職件数 

実績 ４，５０９ ４，１９２ １，６３５ ３９．１％ ４６．９％ ３６８ ３０１ ４６５ ９５．２％ １４，４１６ ２，２１９ １１３ 

目標 ４，９１１ ４．４５８ １，８２８ ４０．４％ ４９．１％ ３００ ３２９ ４７２ ９２．７％ １５，６９５ ２，７０７ １０５ 

目標達成率 ９１％ ９４％ ８９％ ９６％ ９５％ １２２％ ９１％ ９８％ １０２％ ９１％ ８１％ １０７％ 

※ 「目標達成率」は年度当初に設定した目標値に対する達成率 

標準的な成果 
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ハローワーク大宮 就職支援業務報告（令和元年度） 

１ 所長による分析（業務運営の総括） 

（１）特に重点的に取り組んだ事項 

① 各指標に対する取組 

   当所では、人手不足分野における求人充足対策が重要と考え、年間を通して介護、建設、警備、運輸の職業についての就職面接会を定

例的に開催しました。介護分野については介護関係の職業訓練受講者の訓練スケージュールに合わせた就職面接会の開催日の設定、運輸

分野についてはトラック運転の魅力が体験できるイベント付きの就職面接会を開催する等の工夫や試み等を織り交ぜながら、求職者に対

して求人事業所や業界の魅力を提供したことにより人手不足分野の人材確保に努めました。 

   また、雇用保険受給資格者の早期再就職も重要であることから、失業認定日における職業相談においては、初回認定日アンケート及び

職業相談票を活用し出来る限り求人情報を提供し、応募意欲の促進を図ったほか、個別支援を希望する求職者に対しては、担当者制によ

るマンツーマン支援を行いました。 

② 中長期的な職員の資質向上に向けた取組 

  当所では、職員の資質の向上を図るために全職員を対象とした各種研修（「ＰＤＣＡサイクルと目標管理」、「働き方改革に伴う改正労働

基準法」、「外国人労働者の基本的な雇用のルール」、「労働者派遣法（同一労働同一賃金）」等）を年間４種、計３２回実施し、延べ５１３

名が受講しました。 

（２）サービス改善・業務改善を図った事項 

当所では、マッチングの精度を高め就職率や充足率を向上させるために、職業相談部門の職員が求人部門の職員若しくは求人者支援員

と一緒に積極的な事業所訪問を行うことにより、求人者から仕事内容や職場環境についての求職者目線でのヒアリングを行いました。又、

求人者に対して求職者ニーズを提供した上で魅力ある求人票づくりへの助言等を行い、求職者にとってはわかりやすく、求人者にとって

もアピール性のある求人票を公開することに努め、求職者及び求人者に対するサービスの向上を図りました。 

（３）今年度見えてきた課題とそれを踏まえた今後のサービス・業務改善の取組について 

雇用環境が厳しい時期に就職活動を行った就職氷河期世代の中には、希望する就職ができず、現在も、不安定な仕事に就いている、無 

業の状態にある方がいらっしゃるため、当所では、お一人お一人に寄り添った伴走型支援により正社員就職等を目指し、様々な支援（生活

設計面の相談、各種セミナーや就職面接会の開催、公的職業訓練等へのあっせん、適性・能力等を踏まえた求人開拓、就職後の定着支援

等）を行ってまいります。就職氷河期世代への採用に理解のある企業を開拓し、求職者の幅広いニーズに応えるため、様々な施策を活用し
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て幅広い求人の確保につとめてまいります。 

（４）その他業務運営についての分析等 

   ＩＴの普及によりインターネットを利用した求職活動を行う方々が増えている中で、ハローワークシステムの刷新の期を捉えインター

ネット時代に対応した求職者・求人者マイページを効果的に活用することによる新しく利便性のあるサービスを展開し、国民の皆様から

よりご満足をいただくことのできるサービス運営を行うことといたします。 

 

２ 総合評価（※） 

※  業務量や業務の特徴などが同じようなハローワークとの比較による評価 

 

３ マッチング関係業務の成果（主なもの） 

※ 「目標達成率」は年度当初に設定した目標値に対する達成率 

  就職件数 

 

充足件数 

（受理地） 

雇用保険受

給者早期再

就職件数 

求人に対す

る紹介率 

求職者に対

する紹介率 

生活保護受

給者等の就

職件数 

障害者の就

職件数 

学卒ジョブ

サポーター

の支援によ

る正社員就

職件数 

ハローワー

クの職業紹

介により正

社員に結び

ついたフリ

ーター等の

件数 

マザーズハ

ローワーク

事業におけ

る担当者制

による 

就職支援を

受けた重点

支援対象者

の就職率 

 

 

 

正社員求人

数 

 

 

 

正社員就職

件数 

 

 

 

人材不足分

野の就職件

数 

 

 

生涯現役支

援窓口での

65 歳以上

の就職件数 

実績 ６，５９６ ５，６１６ ３，４０４ ３０．４％ ４１．０％ ９６５ ６３３ １，９６２ １，３１７ ９３％ ３４，６８４ ２，９４２ １，４２９ ２７９ 

目標 ６，７５５ ５，９０９ ３，２８１ ３５．４％ ４２．１％ ９９４ ６１７ １，９３５ １，３５８ ９３％ ３４，８５４ ３，１４５ １，３６９ ２７４ 

目標達成率 ９７％ ９５％ １03％ ８５％ ９７％ ８７％ １０２％ １０１％ ９６％ １００％ ９９％ ９３％ １０４％ １０１％ 

標準的な成果 
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ハローワーク川越 就職支援業務報告（令和元年度） 

１ 所長による分析（業務運営の総括） 

（１）特に重点的に取り組んだ事項 

① 各指標に対する取組等 

当所では、引き続き自治体との連携に基づく個別支援による「生活保護受給者等の就職件数」及び「人材不足分野の就職件数」が最重要

と考え、特に重点的に取り組みました。 

   生活保護受給者等の就職支援については、生活保護受給の長期化や高齢化等が進み、就職への困難性が高くなる中で、各自治体と月１

回以上の連絡会議や生活保護受給者等に対する綿密なケース会議を必要に応じ実施するとともに、児童扶養手当受給者の８月の現況届提

出時においては、市役所内に臨時相談窓口を設置するなど積極的な支援を実施した結果、支援対象者数 767 人（目標 756 人）、就職件数

548 件（目標 506 件）、就職率 71.4％（目標 67.0%）の実績をあげ、すべての項目で目標を上回ることができました。 

   また、人材不足分野の人材確保に向けても、ミニ面接会・ツアー面接会を計 24回（目標 22回）、セミナーを４回開催した結果、就職件

数は 1,461 件（目標 1,370 件）と目標を上回ることができました。 

   また、東松山出張所では、令和元年の台風 19 号により被災した労働者及び事業主等からの相談に対応するため、「特別相談窓口」を開

設し、令和元年末までに計 55人（うち労働者 31人、事業主 15人、その他９人）の相談を実施しました。さらに、管内の大型商業施設が

館内浸水被害のため臨時休業となり、埼玉労働局及び川越労働基準監督署と連携して、施設内の店長会議において営業再開までの支援制

度について説明を実施しました。 

② 中長期的な職員の質向上に向けた取組 

 当所では、求人受理時や職業相談等において労働基準法や働き方改革に関する知識が必須であることから、労働基準監督署と連携し、業

務を行う中で事業所や求職者から質問が多い事項や職員が疑問に思っている事項等の研修を実施しました。また、窓口サービス向上のた

めに苦情対応責任者研修や若手職員を対象に他部門の業務を体験し業務の基礎的知識や理解を得るため部門間研修を実施しました。 

（２）サービス改善・業務改善を図った事項 

若手職員で構成する「若者業務改善プロジェクト」会議を計 9回開催し、若者の視点から現状を分析した上で課題を把握し、解決に向け

た協議を行い、業務研修の充実や、待合室のディスプレイの活用、館内照明をライトアップする等利用者サービス向上に向け改善を図りま

した。 
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（３）今年度見えてきた課題とそれを踏まえた今後のサービス・業務改善の取組について 

雇用情勢が改善する中で、建設、警備、運輸業においては求人倍率が高止まりし、人手不足が深刻化しています。また、現在の就業構造

を見ると中高年齢層が多いことから、将来的に深刻な担い手不足に陥ることも危惧されます。このため引き続き「人材確保・就職支援コー

ナー」を効果的に運営し、求人受理時に労働時間や賃金等の労働条件の緩和指導や面接会の開催などより一層のマッチングを図り、福祉分

野とともに、建設、警備、運輸分野における人材確保対策を実施します。 

また、東松山出張所及び管内各自治体に設置しているふるさとハローワーク・ジョブスポット等を活用し、より身近なハローワークとし

て出張所、自治体と連携したきめ細やかなサービスの展開に努めていきます。 

（４）その他業務運営についての分析等 

就職件数及び就職率向上に向け、求職者担当者制については、年度当初に計画を立案し、毎月コンスタントに実施しました。その結果、

就職件数 32件（目標 30件）、就職率 49.2％（目標 40.5％）はそれぞれ目標を達成。しかし、４月の就職件数の大幅な減少が後々まで響い

たこと、一部のふるさとハローワークにおける就職件数の伸び悩み、また台風１９号の管内への甚大な被害の影響等もあり、令和元年度の

就職件数は 5,919 件（目標 6,281 件）にとどまり、目標を下回りました。 

令和２年度においては、求職者マイページの活用や新型コロナウイルス拡大防止措置に伴う電話相談・紹介の充実を図るとともに、東松

山出張所及び管内自治体との連携、各ふるさとハローワークの活用等を図っていきます。さらに、求人部門と紹介部門との連携を強化し、

情報共有、マッチングに努めるとともに、求職登録後の安定所利用が少ない求職者に対しての積極的な求人情報の提供等尚一層のハロー

ワークの利用勧奨に努めることなど求職者一人ひとりに対するきめ細やかな支援サービスの充実や各支援窓口への勧奨・誘導等について

更なる強化に努めることにより、就職件数の上積みを目指します。 

   また、初回認定日全員相談の際の認定応当日の来所勧奨を確実に実施したことにより、給付制限期間中の計画相談については、新型コ

ロナウイルス拡大防止措置により 1 月より中止になったものの、目標である 400 件を、さらに、雇用保険受給者の早期再就職件数につい

ては、3,134 件（目標 2,841 件）を達成することができました。今後も、求職者のニーズを的確に把握し、必要に応じ早期就職支援コーナ

ー等へ誘導するなど早期再就職に資する職業相談に努めていきます。 

 

２ 総合評価（※） 

※  業務量や業務の特徴などが同じようなハローワークとの比較による評価 

 

標準的な成果 
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３ マッチング関係業務の成果（主なもの） 

  就職件数 

 

充足件数 

（受理地） 

雇用保険 

受給者 

早期再就職

件数 

求人に対する

紹介率 

求職者に対す

る紹介率 

生保護受給

者等の就職

件数 

障害者の就

職件数 

学卒サポータ

ーの支援によ

る正社員就

職件数 

マザーズハロ

ーワーク事業

における担当

者制による就

職支援を受け

た重点支援

対象者の就

職率 

 

 

 

正社員求人

数 

 

 

 

 

正社員就

職件数 

 

 

人材不足分

野の就職件

数 

実績 ５，９１９ ５，０８１ ３，１３４ ３４．８％ ４２．０％ ６１５ ５１０ ８３５ ９３．０％ ２４，２４８ ２，６８０ １，４６１ 

目標 ６，２８１ ５，１９５ ２，８４１ ３７．１％ ４３．３％ ５０６ ５１０ ８２８ ９２．７％ ２４，３７７ ３，１１２ １，３７０ 

目標達成率 ９４％ ９７％ １１０％ ９３．０％ ９６％ １２１％ １００％ １００％ １００％ ９９５ ８６％ １０６％ 

 

※ 「目標達成率」は年度当初に設定した目標値に対する達成率 
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ハローワーク浦和 就職支援業務報告（令和元年度） 

１ 所長による分析（業務運営の総括） 

（１）特に重点的に取り組んだ事項 

① 各指標に対する取組 

当所では、前年度に引き続き就職件数と充足件数の目標達成を最重要と考えて取り組みを実施しました。 

求職者が減少する中、利用者の希望を尊重した上できめ細やかな相談・支援の実施、及び求職者登録後１ヶ月間ハローワークで紹介の無い

求職者に対しては積極的に求人情報を提供し紹介を行いました。 

特に生涯現役支援窓口での６５歳以上の求職者については、チームによる就職支援を実施し、求人開拓推進員、職業相談員等により求職

者のニーズを踏まえて連携を図り早期再就職の実現を目指しました。 

就職困難者に対しては支援機関との連携強化のもと、障害者に対するチーム支援を実施し、管内全区（さいたま市）に設置するジョブス 

ポットにおいて生活保護受給者等の職業的自立を支援する一体的実施事業を実施しました。 

求人に対しては、正社員求人や人手不足求人を対象として求人担当者制を実施し、能動的マッチングから充足に至るまでのフォローアッ

プを実施しました。 

② 中長期的な職員の資質向上に向けた取組 

  当所では、中長期的な職員の育成を図る観点から全職員に対して「働き方改革関連法案」について、埼玉労働局需給調整事業課及び労働

基準行政との研修を実施しました。 

（２）サービス改善・業務改善を図った事項 

障害者法定雇用率の改正や、外国人労働者の受け入れ制度の拡大を踏まえて、昨年度から大宮公共職業安定所との共同による取り組み

となる以下の事業を継続実施しました。 

・障害者雇用率未達成企業を対象とする障害者雇用促進研修会及び支援機関と事業主の情報交換会。 

・外国人労働者の受入を検討する企業等を対象とする外国人労働者雇用管理セミナー 

（３）今年度見えてきた課題とそれを踏まえた今後のサービス・業務改善の取組について 

人手不足分野を中心としたミニ面接会の開催により労働力不足の解消を求人者に働きかけ、当初目標としていた年間９回の開催には届

かず、７回の開催となりましたが、就職件数については当初目標としていた１２件を上回る１５件となりました。ミニ面接会については、

本年度についても求人充足サービスの中心として取り組んでいきたいと考えていますが、実施にあたっては求人情報の所内掲示の工夫、
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積極的な周知等計画を立てた上で開催し、事後に求人充足会議において計画に対する実施状況等を検証しフォローアップを行っていくこ

ととします。 

（４）その他業務運営についての分析等 

 主要３指標のうち就職件数について目標を達成することができなかったことを踏まえ取り組みを進めて行くこととします。求人者・求

職者に対する紹介率の向上を図るために、紹介実績の無い正社員求人や人手不足分野等の求人に対してマッチングを強化するとともに、

今年度も実施した登録後１ヶ月間紹介の無い求職者に対しての積極的な求人情報の提供を継続していきます。 

 

 

２ 総合評価（※） 

※  業務量や業務の特徴などが同じようなハローワークとの比較による評価 

 

３ マッチング関係業務の成果（主なもの） 

  就職件数 

 

充足件数 

（受理地） 

雇用保険受給者 

早期再就職件数 
紹介率 障害者の就職件数 正社員求人数 

マザーズハローワ

ーク事業における

担当者制による就

職支援を受けた重

点支援対象者の就

職率 

生涯現役支援窓口

での６５歳以上の就

職件数 

学卒ジョブサポータ

ーの支援による正

社員就職件数 

実績 ３，７１２ ４，２８４ ２，１２４ ３３．２％ ４７０ １７，９９６ ９３％ １３８ ４７６ 

目標 ３，７７５ ４，０２９ １，９３０ ３５．７％ ４６５ １５，６２０ ９３％ １３２ ４７３ 

目標達成率 ９８％ １０６％ １３０％ ９２％ １０１％ １１５％ １００％ １０４％ １００％ 

※ 「目標達成率」は年度当初に設定した目標値に対する達成率 

 

 

良好な成果 
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ハローワーク所沢 就職支援業務報告（令和元年度） 

１ 所長による分析（業務運営の総括） 

（１）特に重点的に取り組んだ事項 

① 各指標に対する取組 

ハローワーク所沢の業務指標の特徴として、有効求人倍率の高さがあげられます、常に埼玉県の平均を大きく超えている状況です。こ

の数値を下支えしているのは、管内の事業所から多くの求人をお預かりしていることはいうまでもありません。しかしながら現状とし

て、その求人に対して的確な人材を送り込めているか、事業所に本当にご満足いただいているかというと、まだ改善の余地があると言わ

ざるをえません。東京と隣接している管轄地域の特徴から、ある程度の求職者の方々が就業場所を東京とすることは想定内であります。

今後地元企業に確実に良い人材を受け入れていただくための対策として、職業紹介の基本業務を充実させることに重点を置くこととしま

した。具体的には、求職者の管理情報を確実にとらえ、それを職業紹介担当部門として共有することを徹底しました。また、事業所担当

部門とは常日頃から情報共有を密に取ることにより、的確な紹介、紹介成功率の向上に努めました。言わば職業紹介のうえで、当たり前

の行動ではありますが、これをあらためて意識して取り組むことにより、その成果として、就職数及び充足数については、上半期は目標

を大きく上回りました。しかし下半期は台風被害やその他の要因で数字的にはイメージどおりにはなりませんでした。この方向性は次年

度にも引き継ぐことになります。 

 また、飯能所では、主要指標の就職件数と充足件数の目標達成を最重要と考え、仕事を探している方と求人企業との面接機会の拡大に取

り組みました。具体的には、求職者の方の担当者制及び求人の担当者制を実施しての、求人・求職のマッチングによる職業紹介、また、求

人条件の緩和や求人内容の見直しの提案を行うなど、求人者のフォローアップを行っての職業紹介を実施しました。また、ミニ面接会につ

いては、前年度の反省を活かし、複数事業所による開催を増やして面接会内容の充実を図り、本年度は１６回開催し、延べ４６社の企業に

参加していただき、参加求職者２６１人のうち６４人の就職に結びつきました。求人企業や求職者の方から再度の要望もあるなどの好評

価をいただいています。 

② 中長期的な職員の資質向上に向けた取組 

   中長期的な職員の育成を図る観点から若手職員を中心に職業紹介部門、求人部門の研修を実施しました。また、新たに採用される職員

については、窓口における接遇や個人情報の研修も行いました。さらに法令、取り扱い等の変更が生じた場合は、適宜、課グループ単位

で研修、ミーティング等を通じて新たな情報を共有するようにしました。 

   また、ハローワークの職業相談等においては、各種労働法の知識が必要になることから労働基準監督署職員を講師に迎えた研修を、ハ
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ローワーク所沢、飯能の共催で実施しました。 

   さらに、職業相談業務の質を高める取組として、労働大学校又は埼玉労働局で行うキャリアコンサルティング研修への職員派遣も積極

的に行い資格取得のバックアップを行いました。 

（２）サービス改善・業務改善を図った事項 

   所沢所は、障害者支援について、国の障害者施設、訓練校が隣接していることから、伝統的に重点的に行える環境におかれています。

障害者就職者数は長期にわたって過去最高を更新し続けてはいますが、求職者の中で精神障害者の増加がここ数年顕著となり、また一般

求職者の中でも発達障害のボーダーラインの者が増えてきている現状があります。その中で、重要なのが紹介の前段階で求職者の障害特

性をしっかりとらえ、単に就職させることを目的とするのではなく、就職後の定着をパッケージで考え行動していくことが必要になりま

す。この作業は障害者に対する深い知識と経験が必要となります。 

  そのため、所内的には精神障害者トータルサポーターを頂点とした支援体制を確立し、常に個々の求職者に最適なサポートができる体制

を作りました。また、対外的には所沢圏域の障害者就労支援機関で構成される検討会議に参画し、雇用指導官を中心に企業向けのチーム

支援体制確立を強く推し進めました。そうした体制の中で、求人、助成金をしっかりと支援の中に組み込み、それに就労支援機関の培っ

ている専門的支援のノウハウを融合することで、企業向けにも障害者雇用について厚みのある支援がおこなえる環境を整えました。 

飯能出張所では、高年齢雇用対策の一環として、管内の地方自治体の協力を得て、管内１３か所の地区行政センター（公民館）におい

て、月一度「シニア応援求人情報誌（フルタイム）」及び「シニア応援求人（パートタイム）」の掲示を行い、高齢求職者への情報提供サー

ビスを拡充しました。 

（３）今年度見えてきた課題とそれを踏まえた今後のサービス・業務改善の取組について 

新型コロナ禍により、大規模な面接会が実施しにくい状況となり、また急激な景気の悪化により、求人数も相当数の落ち込みが予想され

る中、年間１０回近く合同就職面接会を開催していた所沢所としては、就職支援の上で大きな打撃となることは間違いないところです。そ

のため、合同面接会よりコロナ対策がたてやすく、良質求人をピンポイントでピックアップできる利点から、昨年度は開催頻度が低調であ

ったミニ面接会の実施を検討していくものである。開催方法は、従来の求人者からの依頼によるものでなく、求人の条件により、ハローワ

ークから能動的に開催を依頼する形式をとるものです。諸条件が良質なもの、対象が就職困難者であるとか、紹介の各専門窓口のミッショ

ンに合致するものをピックアップしてテーマ性を持たせ開催していきます。良い求人を多くの求職者に発信する手段としても活用してい

くことになります。 

飯能出張所では、今年度、複数事業所の開催によるミニ面接会を１６回実施しましたが、準備・調整のため前年度より回数が減少したた

め、今後は効率的な運営を行い、開催回数を増やすことで、さらに多くの求職者の皆様方に参加していただけるよう改善を図ることとしま

す。 
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   また、求職者の方が面接機会を得られるよう履歴書・職務経歴書の作成の仕方などの相談に積極的に取り組みます。 

（４）その他業務運営についての分析等 

   新型コロナウイルスの影響下、庁舎内管理を徹底します。利用者に消毒、咳エチケットの協力をいただくことはもとより、雇用保険窓

口、紹介窓口等利用者が殺到する窓口で三密状態が発生しないように所内環境整備、窓口における業務の効率化をはかり、利用者が安心

して利用できる庁舎を維持します。また窓口対応を効率化することにより、利用者満足度が低下しないように十分に配慮します。 

着実に雇用改善が進んでいるものの、飯能出張所の有効求人倍率が低調であったことから、令和元年度は足を使った事業所訪問による

求人開拓に積極的に取り組みましたが、新型コロナウイルスの影響もあり、令和２年３月の有効求人倍率は前年同月比 0.04 ポイント低下

し、0.85 倍となっています。今後も、求人開拓に積極的に取り組みます。 

 

２ 総合評価（※） 

※  業務量や業務の特徴などが同じようなハローワークとの比較による評価 

３ マッチング関係業務の成果（主なもの） 

 就職件数 

 

充足件数 

（受理地） 

雇用保険受給者

早期再就職件数 
紹介率 

生活保護受給

者等の就職件

数 

障害者の就職

件数 
正社員求人数 

正社員就職

件数 

学卒ジョブサ

ポーターの支

援による正社

員就職件数 

マザーズハロ

ーワーク事業

における担当

者制による就

職支援を受け

た重点支援

対象者の就

職率 

生涯現役支

援窓口での

65 歳以上の

就職件数 

実績 ５，４７３ ４，５５０ ２，８１４ ３８．６％ ３７７ ５８６ ２０，８５６ ２，４８８ ６４０ １００ ２２１ 

目標 ５，４６1 ４，６６４ ２，５６３ ３７．３％ ４４２ ５７６ ２６，４３８ ２，６７３ ５９２ ９３ ２０３ 

目標達成率 １００％ ９７％ １０９％ １０３％ 85％ 101％ ７８％ ９３％ １０８％ １０７％ １０８％ 

※ 「目標達成率」は年度当初に設定した目標値に対する達成率 

良好な成果 
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ハローワーク秩父 就職支援業務報告（令和元年度） 

１ 所長による分析（業務運営の総括） 

（１）特に重点的に取り組んだ事項 

① 各指標に対する取組 

当所管内は、若者の流出に伴い少子高齢化及び人口減少が著しく進行する中、労働力となる人材確保が困難な状況にあります。このこと

は、管内の企業、各自治体等が抱える共通した認識であるとともに地域が直面する喫緊の課題となっております。このような現状を踏ま

え、当所では特に人材の確保が重要と考えており、就職件数及び充足件数の目標達成に重点を置いた取り組みを実施しました。具体的に

は、自治体との連携を図り課題の改善に向けて、各自治体との就職面接会を開催しました。また、都内で開催された移住相談会に管内の

各自治体が合同で参加したイベントにおきましては、ブースに訪れた相談者に対して、自治体から移住についての相談を行いハローワー

クから管内の労働市場、求人情報及び企業の情報提供等を行い、新たな労働力の確保に向けた取り組みを積極的に実施しました。 

② 中長期的な職員の資質向上に向けた取組 

   当所におきましては、職員の資質及び専門性の向上を図るため、労働基準監督署の監督官を講師とした研修を行いました。働き方改革関

連法における「時間外労働の上限規制の導入」「年 5 日の年次有給休暇の確実な取得」等についての知識を深め、業務上の活用につなげ

ております。 

（２）サービス改善・業務改善を図った事項 

若年者が減少する中、管内の企業の多くは、高校生以外にも大学生等の新卒者採用について積極的に求人募集をしております。しかしな

がら、管内には大学等が所在していないこともあり、また、地域の利便性等の問題により応募者が少ないため、大卒者等の採用は高校生を

採用する以上に困難を極めている状況です。このような管内企業が抱える課題の改善に向けて、自治体及び事業主団体等と連携を図り新

たに大学生等の人材を確保するため、県内にある大学等の就職担当者と管内企業を集め、各企業概要の説明、相互におけるこれからの採用

動向やインターンシップ等の実施について、効果的な相談が図られるように情報交換会の開催に取り組みました。 

（３）今年度見えてきた課題とそれを踏まえた今後のサービス・業務改善の取組について 

管内地域におきましては、人口減少に伴い労働力の人材不足が深刻な問題となっています。学卒関係における管内高校生の就職状況を

みますと、就職を希望する生徒のうち管内企業に就職する生徒は例年６割程であり、全ての管内学卒求人が充足には至っていないことか

ら、一人でも多くの生徒に地元企業に就職してもらえるよう、事業主団体等と連携し管内高校並びに管外近隣高校に対して、魅力ある企業

情報を積極的に発信して周知を図っていきます。また、ＵＩＪターン等広く外部にも向けた企業情報の発信、就職面接会等を実施して労働
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力の人材確保に取り組みたいと考えています。さらには、当所において求職登録の多い高年齢者、子育て中の女性の活躍促進を図るため、

ミニ面接会等を実施し雇用の機会を増やせるよう積極的に取り組んでまいります。 

（４）その他業務運営についての分析等 

   新たな労働力の人材確保をするためには、高年齢者の雇用と外国人労働者の受け入れについても引き続き検討する必要があります。雇

用管理セミナー等を開催し、高年齢者の積極的な就職促進と適正な外国人雇用について広く企業に周知するとともに、各自治体及び事業

主等関係機関と連携のうえ、人材確保に向けた取り組みを積極的に行っていきます。 

 

２ 総合評価（※） 

※  業務量や業務の特徴などが同じようなハローワークとの比較による評価 

 

３ マッチング関係業務の成果（主なもの） 

  就職件数 
充足件数 

（受理地） 

雇用保険受給者 

早期再就職件数 

求人に対する 

紹介率 

求職者に対する 

紹介率 

正社員 

求人数 

正社員 

就職件数 

障害者の 

就職件数 

実績 １，５１５ １，４４２ ２７０ ４０．４％ ５０．６％ ３，２１２ ５６２ ６４ 

目標 １，４５３ １，２８１ ２８７ ４３．７％ ５１．２％ ４，０８２ ６６９ ８０ 

目標達成率 １０４％ １１２％ ９４％ ９２％ ９８％ ７８％ ８４％ ８０％ 

※ 「目標達成率」は年度当初に設定した目標値に対する達成率 

 

 

 

 

 

 

 

標準的な成果 
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          ハローワーク春日部 就職支援業務報告（令和元年度）      

１ 所長による分析（業務運営の総括） 

（１）特に重点的に取り組んだ事項各指標に対する取組 

① 当所では、最終的な成果である就職件数の目標達成に重点を置きました。初めに行ったのは、職員から相談員、賃金職員に至るまで目標

値と日々の進捗を把握してもうことで庶務課の目に付く場所にそれを表示しました。目標に対する一体感を醸成するためのものです。 

対外的には、テーマを決めて条件の良い求人、また雇用実績がある事業主に対しては、能動的にミニ面接会の開催をお願いしました。雇

用対策協議会との共催の面接会、自治体と共催の面接会等においては、共催先との連携を強化し、前年以上の成果を目指しました。 

② 中長期的な職員の資質の向上に向けた取り組み 

雇用対策協議会との連携事業で、継続的に行われている若手社員向けの研修があります。今年度は従来の講義式の研修から、ロールプレ

イを取り入れた参加型の研修として実施（接遇研修）しました。当所の若手職員も参加し、体で覚える体験型研修は効果がみられました。

また日頃接することが少ない外部の若手社員との交流の場にもなり、さらに効果的であったと考えています。 

また、労働基準監督署から講師を招聘し、労基法の研修を実施しました。働き方改革や新システム導入による求人のセイフティネットの

役割が強まる中、多くの職員、相談員が参加しました。事前質問形式にしたことで関心が高まったことも効果的であったと考えています。 

（２）サービス改善・業務改善を図った事項 

狭隘な所内スペースに、個室の相談スペースを設置しました。オープンスペースでは相談が難しい利用者の対応や、スポット的な特別

相 

談窓口として利用するなどフレキシブルに使うことで、利用者サービスには一定の効果があったと考えています。しかし完全な防音でな

いことから防音システム等を導入することで、用途はより広がると考えています。 

（３）今年度見えてきた課題とそれを踏まえた今後のサービス・業務改善の取組について 

新年から導入した新システムを有効利用するため、求人者マイページの利用拡大が重要な課題の一つと考えています。システム導入前

か 

らこのことを意識して準備を進めてきていますが、導入時の繁忙が予想以上に大きく、思うようではなかったが件数は徐々に増えてきて

います。利便性を前面に発信することで多くの事業所に活用してもらうことが、求人者だけでなく求職者サービスにもつながると考えて

います。反面、このネット環境を介した「顔の見えない関係」が強くなっていくことを考えると、従来のハローワークのフェイスツーフェ

イスの関係持続のため、状況を見ながら、事業所訪問、合同就職面接会、ミニ面接会等の積極的な開催を検討していきたい。 
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２ 総合評価（※） 

※ 業務量や業務の特徴などが同じようなハローワークとの比較による評価 

 

３ マッチング関係業務の成果（主なもの） 

  就職件数 

 

充足件数 

（受理地） 

雇用保険受

給者早期再

就職件数 

求人に対する紹

介率 

求職者に対する

紹介率 

障害者の就職

件数 

学卒ジョブサポー

ターの支援による

正社員就職件数 

正社員求人数 
正社員就職件

数 

生活保護受給

者等の就職件

数 

実績 ３，７１６ ２，７８１ １，９３７ ４３．２％ ４４．２％ ４１０ ２４０ １１，７０８ １，６５９ ２５６ 

目標 ３，８５９ ２，８１７ １，８０１ ４５．５％ ４５．５％ ４０２ ２３７ １２，２１３ １，９７４ ２２９ 

目標達成率 ９６％ ９８％ １０７％ ９４％ ９７％ １０１％ １０１％ ９５％ ８３％ ８９％ 

※ 「目標達成率」は年度当初に設定した目標値に対する達成率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標準的な成果 
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ハローワーク行田 就職支援業務報告（令和元年度） 

１ 所長による分析（業務運営の総括） 

（１）特に重点的に取り組んだ事項 

当所では、就職件数、充足件数及び雇用保険受給者早期再就職件数の主要指標の目標達成に重点的に取り組みました。 

求職者が減少する中、総合受付における窓口利用勧奨、給付制限中の受給者に対する来所勧奨、認定日全員相談による職業相談窓口への誘

導等に取り組み、相談、紹介件数の量的確保から就職件数等の目標達成に取り組みました。 

職業相談窓口においては、求職者担当者制の支援対象者や求職受理後１ヶ月経過後において紹介歴のない求職者を選定して、電話や新

システムに導入された求職者マイページを活用した求人情報を提供し来所勧奨を行い、相談、紹介件数の向上に取り組みました。 

また、令和元年６月のミニ面接会より職員が能動的に事業所選定し、訪問等により事業所・求人の情報収集を行い求職者への参加勧奨を

行いました。 

（２）サービス改善・業務改善を図った事項 

若年求職者が減少する中、増加傾向で推移する高年齢求職者の就職促進を図るため、生涯現役支援窓口と連携し、５月より新たに「６ 

０歳以上応募歓迎求人情報」を隔週発行し、ホームページ掲載、庁舎内配架、窓口で求職者へ配布することにより情報提供を行いました。 

令和元年７月に開催した参加事業所２３社の就職面接会においては、職業相談部門の職員をグループ分けにより担当事業所を決め、求人

部門と連携した事業所訪問を実施し、求める人材の把握や詳しい求人内容を収集し、求職者への情報提供、参加勧奨に取り組みました。結

果参加者９７名（前年度７５名）、面接件数１５０件（前年度１０２件）、採用者２７名（前年度１６名）と求人・求職サービスが図られる

取り組みとなりました。 

（３）今年度見えてきた課題とそれを踏まえた今後のサービス・業務改善の取組について 

 進捗管理に基づく業務運営の結果、主要指標の３指標、所重点指標の２指標のうち１指標について、目標を達成することができました。 

今後は、一層の取り組み内容の振り返り、検証を丁寧に行い、業務運営・改善を進め、求人・求職者サービスの向上に努め、地域に貢献で

きる取り組みに繋げていきます。 

（４）その他業務運営についての分析等 

   令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響により令和２年２月より利用者が大幅に減少する中、感染症防止対策を講じつつでき

るだけ多くの求人者と求職者の橋渡しができるようにいたします。 
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２ 総合評価（※） 

※  業務量や業務の特徴などが同じようなハローワークとの比較による評価 

 

３ マッチング関係業務の成果（主なもの） 

  就職件数 
充足件数 

（受理地） 

雇用保険受給者 

早期再就職件数 

求人に対する 

紹介率 

求職者に対する 

紹介率 

生活保護受給者 

等の就職件数 

障害者の 

就職件数 

正社員 

求人数 

正社員 

就職件数 

実績 ２，１９１ １，８６７ ９８８ ４３．４％ ４２．６％ １４９ １７７ ７，７１９ １，００９ 

目標 ２，１８９ １，８４１ ８４９ ４６．１％ ４６．４％ １７２ １７６ ７，８２４ １，０６８ 

目標達成率 １００％ １０１％ １１６％ ９４％ ９１％ ８６％ １００％ ９８％ ９４％ 

※ 「目標達成率」は年度当初に設定した目標値に対する達成率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

標準的な成果 
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ハローワーク草加 就職支援業務報告（令和元年度） 

１ 所長による分析（業務運営の総括） 

（１）特に重点的に取り組んだ事項 

① 各指標に対する取組 

当所では、昨年度と同様に管内求人への効果的なマッチング支援を実施することが充足件数の目標達成に最重要と考え、特に重点的に

進めることとし、求人事業所に対する「事業所ＰＲシート」の作成推奨や「マンスリー面接会」での管内求人の充足支援などを実施してま

いりました。 

また、一般求職者や雇用保険受給者の早期再就職を支援するため、就職支援ナビゲーターによるセミナー（応募書類の作成・面接の準 

備等）を定期的に開催し、セミナー参加者を求職担当者制の対象者として積極的に支援するなど、求職者に対して信頼関係の構築を図りな

がら相談紹介等の各種支援を行いました。 

特にマンスリー面接会は年 9回開催し、参加人数 199 名（開催毎の平均の参加人数 22名）、紹介件数 184 件、就職件数が 16件と大きな

効果があり、求人事業所からは「また参加したい。当社も新たに参加したい。」等々の好意的な意見を多く頂いております。今後も内容を

ブラッシュアップさせながら事業継続・拡充を図りたいと考えております。 

さらに、昨年度から新たに各市のシルバー人材センターと連携して「シニア就労説明会」の取組を開始いたしました。この取組につい 

ては、主に高年齢求職者給付金の受給者を対象に、失業認定日に合わせシルバー人材センターの入会説明会を実施し、シニア世代対象の就

職面接会（企業面接会）を併せて実施（２回開催し参加者計 33人）しました。シルバー人材センター担当者から「企画的にも良かった。

効果的にセンターの周知ができた。定期的に開催して欲しい。」など好評を得ております。また、利用者からは「退職後に興味があったの

で良かった。説明を受けて登録を検討しようと思う。安定所とシルバーの連携に満足です。」等の意見を頂いております。こうした取組等

が所重点指標ある「生涯現役窓口での 65歳以上の就職件数」の目標 131 件に対して実績 161 件と目標を上回る結果となったと思料してお

ります。 

② 中長期的な職員の資質向上に向けた取組 

当所では、中長期的な職員の育成を図る観点から、「若手職員ミーティング」を立ち上げました。これは職業相談や雇用保険業務を担 

う若手職員の意見交換の場として自由闊達に意見を述べ合い、実務事例から学ぶ研修を中心に実施いたしました。しかしながら窓口業務

との兼ね合いから十分な時間を確保できず、今後は定期的な実施に向けた工夫が必要であると考えております。 
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（２）サービス改善・業務改善を図った事項 

・ マッチングサービスを強化する中で、マンスリー面接会等により採用された方のその後の定着状況等が不明であったことが多く、定着

支援等を含めた雇用管理サービスや新規求人開拓に繋がるよう求人事業所と目に見える関係の構築に努めてまいりました。 

・ 求職者支援セミナーについては、参加した方のご意見等を踏まえ、常にブラッシュアップを図りながら内容の改善を行うとともに、実

施回数を増やし、参加しやすい日程といたしました。（令和元年度 10回開催） 

・ ふるさとハローワークの所在地が分かりにくいとの声に対し、所内掲示板に立体的な地図と駐車場の写真を貼付するなど「見える化」

を意識した改善を図ってまいりました。 

（３）今年度見えてきた課題とそれを踏まえた今後のサービス・業務改善の取組について 

人手不足分野における求人充足対策については、マンスリー面接会の開催や草加地区雇用対策協議会や地元自治体等と共催による面接

会を開催しましたが、当初の予定より参加者が少なく未充足であった求人も多かったことから、前年度の実施状況を踏まえ、他のハローワ

ークの取組なども参考により多くの求職者の皆様に参加していただけるよう改善を図ることとします。 

また、「生涯現役支援事業」に資するようシルバー人材センターとの連携については、参加された皆様から大変好評であったため、引き

続き実施回数を増やしてまいります。 

（４）その他業務運営についての分析等 

当所の令和元年度の求人求職状況は、少子高齢化等の影響などにより慢性的な人手不足状況が続いており、特に介護・保育・運輸・建 

設などの分野で求人倍率が高い状況が続いています。また、当所は都内に隣接していることもあり、保育や介護系の加算額のある職種にお

いては、都内での就職を希望する者も多い傾向にあり、地元求人の充足対策が喫緊の課題となっております。 

今後は、地元求人の充足対策に重点に、マッチングの向上に努め業務運営を行っていきたいと考えております。 

 

 

２ 総合評価（※） 

※  業務量や業務の特徴などが同じようなハローワークとの比較による評価 

 

 

 

標準的な成果 
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３ 特記事項 

◆ シルバー人材センターとの連携事業について 

  重点的に取り組んだ事項欄に記載しましたが、管内各市シルバー人材センターとの連携は他市町センターからの注目も高く、草加市シル

バー人材センターの担当者からは「他のセンターにも働きかけをしていきたい」との意見を受けております。 

 

 

４ マッチング関係業務の成果（主なもの） 

  就職件数 
充足件数 

（受理地） 

雇用保険 

受給者早期再

就職件数 

求人者に 

対する 

紹介率 

求職者に 

対する 

紹介率 

生活保護 

受給者等の 

就職件数 

障害者の 

就職件数 

正社員 

求人数 

正社員 

就職件数 

生涯現役 

支援窓口で 

の 65 歳以上の

就職件数 

実績 2,748 2,49７ 1,700 41.3％ 40.6％ 500 288 13,522 1,379 161 

目標 2,888 2,841 1,548 44.5％ 42.2％ 344 291 14,599 1,474 131 

目標達成率 95％ 8７％ 109％ 92％ 96％ 145％ 98％ 92％ 93％ 122％ 

※ 「目標達成率」は年度当初に設定した目標値に対する達成率 
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ハローワーク朝霞 就職支援業務報告（令和元年度） 

１ 所長による分析（業務運営の総括） 

（１）特に重点的に取り組んだ事項 

① 各指標に対する取組 

当所では雇用保険受給者の早期再就職件数を特に重要であると考え、給付制限中の相談窓口への誘導及び就職支援セミナーを重点的に

行ないました。就職支援セミナーは年間１１回実施し１９９名が参加、講義形式だけでなくグループワークを取り入れたことで、求職者の

孤独感の解消やモチベーションアップにつながったと考えます。また、セミナー後に窓口相談へ誘導し、個別担当制の登録につなげるな

ど、早期就職に向けた支援を行ないました。 

生活保護受給者等の就職支援については、一体的実施事業（志木市）での常設窓口による相談やセミナーを実施しました。また、他の 

管内自治体とも適宜連絡会議やケース会議など連携をとり支援することにより２３４名が就職し、目標の２２０名を上回る結果となりま

した。              

② 中長期的な職員の資質向上に向けた取組 

  労働基準監督署および需給調整性事業課による「働き方改革」に係る研修を実施し、労働基準法や労働者派遣法等についての知識と理解

を深め、窓口での求人受理や職業相談時に役立てております。 

   また、ハローワークサービスや総合評価（ＰＤＣＡ）、個人情報の管理等の研修を行うことによって、利用者の立場に立った対応や業務

への取り組み方について啓発を行いました。 

（２）サービス改善・業務改善を図った事項 

直接面接を行えるミニ面接会については企業からの要望も多く、看護・介護、保育、警備等の人手不足分野を中心としたミニ面接会を

４５回（目標１２回）開催し、３６名が就職し一定の成果が得られました。 

また、ミニ面接会や初回講習を本所内だけでなく、和光市及び新座市の各ふるさとハローワーク内及び志木市のジョブスポットしき内

で開催する事で、出先機関の利用案内も同時に行うことができ、利用者拡大につながりました。  

志木市と雇用対策協定を締結し、これまでより幅広な協力体制を構築しました。その一つとして、志木市等管内４市、雇用対策協議会

と連携した「ジョブスポットしき シニア世代対象面接会」を開催し、参加事業所２３社、参加求職者９７名で、１５名が就職しており

ます。                                                 

当所は東京都に隣接しているため就職者の約４割が管外へ就職している状況ですが、管内企業への就職促進を図るため、朝霞地区雇用対 
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策協議会と連携し、学生への職場意識形成セミナー、高校３年生対象の職場定着支援セミナー、高等学校と管内企業の情報交換会や各種面

接会を実施しました。特に、福祉分野では、朝霞市・新座市と連携し介護（１回）・保育（２回）の面接会、さらに、和光市と連携して高

齢者対象の面接会を開催し、地元企業のＰＲや応募の機会を提供することにより、人材不足解消を後押しする取組を行っています。 

（３）今年度見えてきた課題とそれを踏まえた今後のサービス・業務改善の取組について 

ハローワークシステム刷新による求職者・求人者マイページの効果的な活用を図るとともに、ハローワークの支援サービスの利用促進

を図ることが課題であると考えます。 

ハローワーク及び出先機関のサービスメニュー等の周知・広報を継続的に行うため、各自治体と連携を強化し新規求職者の掘り起しを

行ないます。また、ホームページの見直しを図るとともに、イベント情報については、労働局ツィッターも活用し積極的に情報発信をして

いきます。 

今後、失業者の大幅な増加が見込まれる中、求職者ニーズを的確に把握し、メリハリをつけた効果的な就職支援を行なっていく必要が

あります。そのために、すべての職員が利用者にハローワークのサービスを案内・誘導できるようサービス内容を所内で共有していきま

す。また、総合評価（ＰＤＣＡ）について全職員に研修を行い、全員でサービス向上に取り組んでいくとともに、進捗状況も適宜共有す

ることにより職員のモチベーションの維持を図ります。          

（４）その他業務運営についての分析等 

   主要指標のうち就職件数・充足件数が目標を下回りましたが、初回講習、各種セミナー、面接会を各自治体の会場にて実施することで

一定の成果を得たので、引き続き面接会やセミナー等を開催します。そのためには各自治体との綿密な連携が不可欠であることから、月

１回以上の訪問し情報交換を行います。         

有効求人倍率について、当所は令和２年３月末０．８５倍と低迷していることから、積極的な求人開拓を行い、良質求人の確保や多様

な勤務体系を含めた正社員求人の確保に努めていきます。   

新規登録者、相談件数、紹介件数の底上げのために、求人検索利用者や雇用保険受給者、特に給付制限中の者に対して相談窓口へ誘導

するとともに、プラスワン紹介や求職者担当制・求人充足会議等の基本業務の検証を行い、効果的な運用を図る必要があります。 

 

２ 総合評価（※） 

※  業務量や業務の特徴などが同じようなハローワークとの比較による評価 

 

 

標準的な成果 
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３ 特記事項 

 次年度については、新型コロナウイルス感染拡大に伴う経済活動への影響により、雇用情勢が大きく変化することが予想されます。ハロー

ワークとして企業や求職者のニーズを把握し、その時々の状況に応じた取組を行うことによって、地域の雇用の安定に貢献していきたいと考

えています。  

 

４ マッチング関係業務の成果（主なもの） 

 就職件数 
充足件数 

（受理地） 

雇用保険受給者 

早期再就職件数 

求人に対する     

紹介率 

求職者に対する    

紹介率 

生活保護受給

者等の就職件

数 

障害者の就職 

件数 

学卒ジョブサポ

ーターの支援に

よる正社員就職

件数 

正社員求人

数 

正社員就職    

件数 

実績 ２，２４９ １，６９４ １，４１２ ３９．６％ ３６．４％ ２３４ ２２８ ３７４ ９，１７６ １，０１１ 

目標 ２，３３９ １，８４３ １，２６８ ４５．２％ ３９．０％ ２２０ ２２６ ３５５ ８，２７２ １，１１１ 

目標達成率 ９６％ ９１％ １１１％ ８７％ ９３％ １０６％ １００％ １０５％ １１０％ ９０％ 

※ 「目標達成率」は年度当初に設定した目標値に対する達成率 
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ハローワーク越谷 就職支援業務報告（令和元年度） 

１ 所長による分析（業務運営の総括） 

（１）特に重点的に取り組んだ事項 

① 各指標に対する取組 

当所では、就職件数、充足件数、雇用保険受給者早期再就職件数の目標達成に重点を置いた取り組みを実施しました。 

求人充足サービスとして、所内でのミニ面接会を計 25回（平成 30年度は 20回）開催し就職促進を図った結果、面接者計 375 人（平成 30

年度は 228 人）、うち就職者が 84人（平成 30年度は 63人）と大きな成果がありました。 

また、管内の市との共催の面接会も 1回（平成 30年度は 2回）開催し、面接者計 68人（平成 30年度は 74人）、うち就職者が 7人（平

成 30年度は 13人）と一定の成果があり、引き続き事業継続が要望されています。 

雇用保険受給者の早期再就職支援については、認定日全員相談を実施するとともに、初回認定日相談の際に給付制限中における認定応当日

相談アンケートを配布し来所勧奨を行うなど、求職者を効果的に相談窓口へ誘導し、紹介に繋げるために求職者の条件に合った求人情報を

積極的に提供し就職促進を図っています。 

② 中長期的な職員の資質向上に向けた取組 

    当所では、中長期的な職員の育成を図る観点から、接遇や個人情報保護、公務員倫理や電子決裁など基本的な研修の他、窓口業務に必要

な多方面にわたる知識習得のため、労働基準監督署職員による労働基準法研修や労働局需給調整事業課職員による労働者派遣法研修、ま

た、精神障害者雇用トータルサポーターによる研修や若手職員の他部門での OJT 研修などを実施しました（合計 10回・参加者合計 231 人）。 

（２）サービス改善・業務改善を図った事項 

システム刷新に伴う求人検索機の台数削減で空いたスペースを仕切って相談ブースを２部屋設置し、キャリアコンサルティングや専門家

による巡回相談、看護職巡回就職相談、精神障害者雇用トータルサポーターによる相談などの個別専門相談や模擬面接などに活用し、様々

な配慮を必要とする求職者に対し、プライバシーの確保とともに的確なサービスの向上を図りました。 

また、若年求職者が減少する中、毎月１回若年者対象の就職支援セミナーを開催し、適切な情報提供を行いながら窓口利用を勧奨し、求職

者の取り込みを図るとともに、労働力不足の解消と増加する高年齢求職者の就職促進を図るため、シニア世代歓迎のミニ面接会を２回（平

成 30年度は 1回）開催し、参加者 29人（平成 30年度は 20人）で就職者 11人（平成 30 年度は 8人）と一定の成果がありました。 

（３）今年度見えてきた課題とそれを踏まえた今後のサービス・業務改善の取組について 

早期求人充足に向けて、求職者に提供する求人情報の充実を図るため、求人内容をより具体的に分かりやすく伝えられるように、記載事
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項を見直すとともに、求人票記載以上の事業所情報を提供できるよう職員・相談員の事業所訪問による情報の収集を行います。また、求人充

足会議の充実や求人担当者制などにより、効果的な求人充足サービスの向上を図ります。 

また、引き続き高年齢者や子育て中の求職者、若年求職者等に対し、それぞれの求職者担当者制による集中的な支援を行い、カテゴリーに

あったセミナーやミニ面接会などを開催し就職促進を図っていきます。 

更に安定所の利用促進のため、各市町との連絡会やイベントなどの機会を通じ、ハローワークの各施策を説明し、対外的に広く周知する

ことにより来所勧奨に繋げていきます。 

（４）その他業務運営についての分析等 

各種面接会の開催にあたり、求人事業所の募集や選定をはじめ、ハローワーク求職登録者だけでなく広く市民に対する周知・広報の面か

らも、市町や商工会などとの連携は効果が高いため、共催する面接会のみならず、ハローワーク単独開催のミニ面接会等についても出来る

だけ周知・広報などの協力を依頼しながら効果的に開催していきます。 

 

 

２ 総合評価（※） 

※  業務量や業務の特徴などが同じようなハローワークとの比較による評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

良好な成果 
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３ マッチング関係業務の成果（主なもの） 

  就職件数 

 

充足件数 

（受理地） 

雇用保険受給者 

早期再就職件数 

求人に対する 

紹介率 

求職者に対する

紹介率 

生活保護受給

者等の就職件

数 

マザーズハロー

ワーク事業にお

ける担当者制に

よる就職支援を

受けた重点支援

対象者の就職

率 

正社員求人数 
正社員就職件

数 

生涯現役支援

窓口での 65 歳

以上の就職件

数 

実績 ２，９９１ ２，２５６ １，６４４ ４１．３％ ４５．４％ ２０９ ９４．３％ １０，０６６ １，３１５ １４８ 

目標 ２，９６７ ２，３５５ １，４８５ ４２．９％ ４６．２％ ２１６ ９２．７％ １１，１９２ １，５１３ １２７ 

目標達成率 １００％ ９５％ １１０％ ９６％ ９８％ ９６％ １０１％ ８９％ ８６％ １１６％ 

※ 「目標達成率」は年度当初に設定した目標値に対する達成率 

 


